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東日本大震災復興協力本部 

「東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための提言（案）」について 

令 和 ５ 年 ４ 月 2 7 日 

東日本大震災復興協力本部 

（本部長：静岡県知事） 

 

○ 方針 

・東日本大震災から 12年が経過し、被災地の復興は着実に前進しているも

のの、いまだ多くの方々が避難生活を続けている。また、ALPS処理水の

処分に係る国内外の理解醸成や帰宅困難区域の避難指示解除など、復興に

向けて解決すべき課題は依然として多くある。 

・被災地の復興は日本全体の課題であると捉え、岩手県、宮城県、福島県を

はじめとする全ての都道府県の意見を踏まえながら、標記提言を取りまと

め、国に対して早急な実施を求める。 

 

○ 主な提言内容（案） 

 ・東京電力福島第一原子力発電所事故の早期収束 

 ・財政支援の継続、補助金等の手続の簡素化等 

 ・地方公共団体に対する人的支援の強化 

 ・住宅再建・復興まちづくり、鉄道復旧・道路整備等の促進 

 ・産業の復興、雇用対策の促進 

 ・被災者への総合的な支援の強化、東日本大震災の風化防止、「第２期復興・

創生期間」以降の体制の整備 

 

○ スケジュール（予定） 

時 期 内 容 

４月中旬～５月上旬 岩手県、宮城県、福島県へ意見照会 

５月中旬～下旬 全都道府県へ意見照会 

６月上旬～中旬 東日本大震災復興協力本部幹事会（書面開催） 

７月 24～26日 夏の全国知事会で提言（案）を提出、確定 

 


